


日本最大の看護職能団体として
創立1947年以降、
看護職の活動を支援

自然災害、新興感染症拡大時に必要な
看護職の確保や現場の各種支援を実施

本会が参画している主な審議会等

47都道府県看護協会と連携し、全国75万人の看護職をサポート
看護職員として仕事に携わる中で、

「もっとよい看護がしたい」という気持ちがよぎったことはありませんか。

きっとそれはあなただけでなく、まわりの同僚や先輩、

上司の中にも同じ思いを抱いている仲間がいるのではないかと思います。

しかし、そんな思いの中には、大勢で知恵を絞り、時間をかけて考えるべき課題もあります。

日本看護協会は創立以降、

そうした看護を取り巻く課題などの解決策を皆さまと共に見つける活動を行っています。

会員の皆さまからいただく“現場の声”が私たちの活動の源です。

あなたの入会が看護の今を支え、未来をつくります。

あなたの声を届けてください。

「看護職として人々のくらし を守る」
誇りと責任

本会は都道府県看護協会と共に、東日本大震災や熊本地震、能登半島
地震等における災害支援ナースの派遣に加え、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大時にはコロナ対応に必要な看護職確保や現場で働く看
護職員の処遇改善等に取り組んでまいりました。
これらの経験を活かし、大規模自然災害や感染症拡大時の支援体制
のさらなる強化に取り組んでいます。

看護職員の活躍を処遇の評価へ
本会の長年の処遇改善に向けた取り組みに加えて、コロナ禍でひっ迫
する医療現場や地域での看護職員の活躍が、国の取り組みを後押しし、
診療報酬の「看護職員処遇改善評価料」新設（2022年10月）や、国家公
務員の俸給規定見直し（中間管理職や高度の知識経験に基づき困難な
業務を処理する看護師の処遇引上げ）（2023年4月）が行われました。さ
らに、本会は「全ての看護職員に対して賃上げが必要」として省庁や国会
議員などへの要望活動等を行い、医療従事者の賃上げを目的とする
「ベースアップ評価料」( 2024 年 6 月）が新設されました。本会はこれか
らもすべての看護職員の専門性と役割の重要性に見合った処遇の実現
に取り組んでいきます。

厚生労働省
●  医道審議会
●  社会保障審議会
●  厚生科学審議会
●  中央社会保険医療協議会

内閣府
●  防災推進国民会議   ●  男女共同参画推進連携会議

こども家庭庁
●  こども家庭審議会

日本看護協会ホームページ
ニュースリリース

課題を解決するには、時に国の制度や仕
組みを変えたり、新しく作っていくことが
必要になります。本会では国の審議会等に
役員が委員として参画し、現場の意見を基
に発言したり、省庁への要望・政策提言等
を通じて、課題可決の実現に向けて取り組
んでいます。
また、要望した内容等は
「ニュースリリース」で
情報発信しています。

現 場 の 声 を 政 策 へ
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看護の日イベント風景

「看護の日」キャラクター

全国職能別交流集会　開催風景

現場の業務や
管理を支える取り組み

3つ の使命に基づく主な取り組み

●看護倫理
看護職が適切な倫理的判断
を行うよりどころとなるよう、
1988年に我が国初の看護専門
職の行動指針として「看護師の
倫理規定」を作成以来、時代の
変化に応じて改訂を行い、現在、
「看護職の倫理綱領」や「看護
倫理―看護職のための自己学
習テキスト」等を公表しています。
●看護業務・看護管理
「看護業務基準」や「病院看護管
理者のマネジメントラダー」な
ど、自律した看護専門職として
の質の維持・向上に必要な多く
の指針・基準等を作成し公表し
ています。

勤務環境・処遇の
改善に向けた取り組み

●働き続けられる環境づくりの支援
「ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）」や「ヘル
シー・ワーク・プレイス（安全で健康な職場）」を推進するとと
もに、看護業務の効率化や夜勤・交代制勤務の負担を軽減す
るためのガイドなどを作成・普及し、看護職が安心して健康に
働き続けられる職場づくりに取り組んでいます。
●多様で柔軟な働き方の推進
看護職一人ひとりのライフステージやライフスタイルに応じた
働き方を可能とするため、多様で柔軟な働き方を導入してい
る施設の好事例を紹介するなど、各施設での導入にむけた
働きかけを行っています。

看護職のキャリア・就業支援

●ナースセンター事業の運営
「看護師等の人材確保の促進に
関する法律」に基づき中央ナース
センターを運営しています。都道
府県看護協会が実施している都
道府県ナースセンターの無料職
業紹介や復職に向けた研修の開
催などを通じて、地域に必要な
看護職確保と看護職一人ひとり
の希望に沿ったキャリア支援が
推進されるよう取り組んでいます。
　
※都道府県ナースセンターの利用方法について
はP.14を参照

看護提供体制の
構築

国が進めている地域包括
ケアシステムの構築や地
域医療構想を踏まえ、急
性期から回復期・慢性期、
さらには地域での健康・
療養生活を支える外来で
の療養支援、訪問看護等
の看護機能の一層の強化
に向け、そのあり方につい
ての検討と課題の解決に
向けた各種取り組みを進
めています。

医療・介護福祉制度に関する
検討への参画および現場への情報提供

●診療報酬・介護報酬等
国の会議に参画し、現場の課題や要望などを踏まえ、看護
実践や看護提供体制が適切に報酬上で評価されるよう、働
きかけを行っています。データに基づいて政策の議論が行わ
れるため、調査や実証事業を行い、エビデンス構築に取り組ん
でいます。また、報酬改定時には看護職に向けた情報提供
を実施しています。
●医療制度等
医療計画など、保健・医療・介護福祉に関する国の検討会に
参画し、地域のあらゆる場で看護職が一層の専門性を発揮
できるよう、働きかけを行っています。
また、検討会での議論内容やとりまとめ結果をホームページ
等で情報提供しています。

役割拡大

●タスク・シフト／シェア
医師の働き方改革の下、進められているタス
ク・シフト／シェアについて、看護の専門性
の発揮に資する取り組みが進むよう、ガイド
ラインを公表しセミナーを開催しています。
●ナース・プラクティショナー（仮称）
　制度創設に向けた取り組み
2040年に向け、看護職がさらに国民の医療
ニーズに応えていけるよう、諸外国のような
一定レベルの診断や治療などを行うことが
できる公的資格であるナース・プラクティ
ショナー（仮称）制度の創設に向けた取り
組みを進めています。

国際交流

国際看護師協会（ICN）、
国際助産師連盟（ICM）に加
盟し、国際会議および学会等
で世界の医療・看護の動向
の把握や日本の医療・看護
に関する情報発信を行うこと
を通じて他国の看護職との
交流や支援にも取り組んでい
ます。また、JICAのプロジェ
クト等を通して他国からの研
修生に向け、職能団体として
の役割や取り組みについて研
修等を行っています。

生涯学習支援・研修の開催
および学会の運営

●生涯学習支援
看護職一人ひとりが、主体的
に学び人々の健康に貢献す
るとともに、看護職として臨
む将来の姿（ビジョン）を実現
していくための生涯学習と
キャリア形成の支援について、
「看護職の生涯学習ガイド
ライン」や「看護師のまなび
サポートブック」等を公表して
います。
●研修の実施
継続教育事業として各種研
修を提供しています。
●日本看護学会の運営
看護職の実践に根差した学
術研究の振興を図るため、
学術集会の開催や学会誌の
発行を行っています。

資格認定制度の
運営等

●資格認定3制度
国民への質の高い看護を提供すること
を目的に「専門看護師」「認定看護師」
「認定看護管理者」の3制度を運営して
おり、専門看護師（14分野）、認定看護師
（A課程21分野、B課程19分野）、認定看
護管理者の認定を行っています。医療の
高度化や専門化に伴って活躍の場が増
え、認定者の数は年々増加しています。
また、認定看護師・認定看護管理者の水
準を均質にし、育成するための教育機関
認定も行っています。
●特定行為研修制度
今後の急性期医療から在宅医療等を支
える看護師を養成するため、2014年6
月に「特定行為に係る看護師の研修制
度」が創設されました。本会では看護師
がさらにその役割を発揮できるよう本
制度の周知および活用の推進等を行っ
ています。 

教育制度の充実

疾病構造の変化や少子超高齢
社会の進展など、医療・介護提
供体制も大きく変化しつつあり
ます。その中で、看護師には、対
象者の複雑性・多様性に対応
した、より総合的な看護ケアの
提供が求められています。こう
した状況に対応できる看護師
を育成できるよう、看護師基礎
教育の4年制化の実現に取り
組んでいます。

医療安全の推進

患者・利用者の安全と看護の
質の向上のため、看護が提供
されるあらゆる場での安全の
確保と推進を目指し、事故の
未然防止・再発防止の視点で
様 な々取り組みを行っています。
また、医療安全管理者の能
力向上、医療機関や介護・
福祉施設、在宅などの安全の
確保についても取り組んでい
ます。

労働と看護の質向上のための
データベース（DiNQL※）事業

看護職が健康で安心して働き続けられる環境整備と看護の質向上に
向けて、人員配置や労働状況、看護実践の内容、患者アウトカム等の
データを収集し、ベンチマーク評価を通じて質改善活動を支援してい
ます。さらに、政策実現に向けてDiNQLデータを活用しています。
※DiNQL…Database for improvement of Nursing Quality and Labor

看護の大切さが国民に認識されると同時に看護の担い手が増えるよう、看護
の日(5/12)・看護週間に、イベント開催など看護の魅力を伝えるさまざまな
企画を実施しています。

本会では３つの使命（ミッション）に基づき
6つの実現手法を軸に活動しています。

● 調査研究
● 制度改革への政策提言
● 政策決定過程への参画
　と働きかけ
● 日本看護連盟等
　関係団体との協働
● 国民への理解と賛同を
　得るための働きかけ

●  看護倫理規定
●  業務基準・ガイドライン
● 機能評価

● 看護業務・
　事業の開発と経営
●  業務上の機能拡充
●  事業経営

●  災害支援
● 国際協力
● 健康情報の提供と
　健康意識の啓発

●  機関紙・ホームページ・
　ニュースリリース等
　による情報提供
●  マスコミを通じた広報

基本戦略

その他の
取り組み

看護に関する普及促進（看護の日・看護週間）の実施
本会では保健師、助産師、看護師I（病院領域）、看護師II（介護・福祉関係施設・
在宅等領域）の3職能を4つの領域に分け、年に1度、全国職能別交流集会を実施
し、領域毎に課題解決に向けた検討や情報交換等の活動を行っています。

全国職能別交流集会の開催

看護の質の
向上

看護職が
働き続けられる
環境づくり

看護領域の
開発・展開

政策形成 自主規制

開発・経営

支援事業社会貢献

広 報

● 継続教育の実施
●  認定制度の運用
● 学術研究の推進
●  労働条件・
　環境の改善
●  看護職の権利擁護
●  医療安全に対する
　相談支援
●  国際交流
● 福利厚生

3つの使命と6つの実現手法 看護の質の向上

看護職が働き続けられる環境づくり 看護領域の開発・展開
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事業紹介

助 産 師

職能団体の活動を通してよりよい社
会づくりに貢献することは、専門職の
重要な責務のひとつです。日本国内
で活躍している助産師の約７割が 日
本看護協会に入会し、さまざまな場で
活躍しています。
あらゆるライフステージにある女性と
その家族を継続的に支援するために
は、個々の助産師が必要な能力を強化・
保持することが大切です。同時に、1 人
ひとりの助産師がいきいきと働ける環
境づくりや、安全で質の高いケアを提
供するためのシステムの構築等に、組
織的に取り組むことも重要です。
助産師が専門性を発揮し、その役割を
全うできるようにサポートする日本看
護協会の活動には、あなたの力が必要
です。
あなたの入会をお待ちしております。

さまざまな事業で　　　   のあなたをサポート助産師

最新の知識・技術を学ぶことができます 保険など、守られている安心感があります

新人助産師の頃から現在まで、その時々の自
分のレベルに合った研修等に参加でき、最新
の助産に関する知識・技術を学ぶことができ
ています。日本看護協会と県看護協会の「助
産師出向支援導入事業」への参加を通して、
常勤勤務先では実施機会が少ない分娩介助の
経験を出向先で積むこともできました。他施設
の看護職との交流を通して、新たな気づきや
刺激をもらっています。

臨床から離れた際に一度退会したのです
が、院内助産を実施している病院に再就職
したタイミングで再入会しました。院内助
産では、助産師が専門性を最大限に発揮し
活躍できる一方で業務上の責任やリスクも
あります。しかし、看護協会の会員は、助産
師に特化した研修を安価で受講でき、看護
職賠償責任保険にも低価格で加入できるた
め、守られている安心感があります。

仲間づくりと 学びの場になっています

忙しい現場にいると、目の前の仕事に一生
懸命で、看護を取り巻く様々な動向をとら
えるのは難しいのですが、看護協会の活動
を通して、最新の助産政策の情報を入手で
きています。また、他施設の仲間とネット
ワークをつくり、個別の助産ケアのあり方
だけでなく、地域社会における助産師や自
施設に期待されている役割等についても考
えるようになりました。

助産実践能力の向上 助産師の役割発揮に向けた環境づくり
日本看護協会は、患者安全

を守り、助産師の皆さまが期

待される役割を全うできる

環境づくりに取り組んでい

ます。

例えば、少子化等の影響で

分娩取扱施設の数が減少す

る中でも、助産師が継続的

にケアを提供できる体制構築

を目指し、助産師が医師と連

携して妊娠から産後までの

ケアを行う院内助産や助産

師外来を推進しています。

これらは、妊産褥婦とその家

族のニーズに応え、安全・安

心・快適なお産ができる体制

として、国を挙げて推進されて

おり、日本看護協会も助産師

日本看護協会では、新人の助

産師から熟練した助産師ま

で、専門職として幅広い役割

を担い活躍しつづけるための

サポートを行っています。

例えば、助産師が習熟すべき実

践能力を段階的に示す標準的

なツールとして「助産実践能力

習熟段階（クリニカルラダー）

（CLoCMiP®）活用ガイド」

（下記参照）を作成・公表して

います。働く地域や場所に

関わらず、助産師の助産実践

能力を評価することに活用でき

るだけでなく、自らが思い描く

助産師としてのキャリアの

方向性や取り組むべき課題を

可視化するためのサポートを行

う等、幅広く活用されています。

また、日本看護協会では、

CLoCMiP®のレベルに応じた

オンデマンド研修を用意して

おり、ご自身の都合に合わせ

て、いつでも助産実践能力の

向上にむけて学ぶことができ

ます。さらに、助産関連団体と

協働・連携し助産師の実践

能力がCLoCMiPレベルⅢに達

している助産師を、自律して

助産ケアを提供できる助産師

（アドバンス助産師）と評価・認

証する制度を創設しています。

現在では、就業助産師の3割

以上がアドバンス助産師と

して活躍しています。

が期待に応え一層活躍でき

るよう必要な体制整備に向

けて、すべての地域において

これらの体制を整備するよ

う政策提言・要望したり、ガ

イドラインを公表する等して

います。

また、役割も責任も大きい助

産師が安心して働き続ける

ことができるよう、日本看護

協会は会員を対象とした看護

職賠償責任保険を用意してい

ます。

ニーズに応える助産師の領域開発
日本看護協会は、国民の皆さ

まが必要としていることをか

なえるために、助産師が専門

性を発揮し対応するために

必要な仕組みづくりを行って

います。

例えば、実態調査を行ったり、

現場で活躍する助産師の皆

さまから意見を伺うことで、

現場の課題を整理し、本会の

支援内容の検討や国への要

望・政策提言のための根拠

データとして活用しています。

また、日本国内ではまだ実績

がないシステムや助産師の活

動についても、諸外国の仕組

みや助産師の実態等を参考

に、助産師の皆さまが安全を

担保しながら新たな領域で

専門性を発揮しチャレンジで

きるよう必要な仕組みを検討

しています。

Voice　会員から
のメッセージ

助産実践能力習熟段階
（クリニカルラダー）活用ガイド

日本看護協会ホームページ
「CLoCMiP」
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